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第１ 章 学校施設の⾧寿命化計画の背景と 目的 

１  計画の背景と 目的 

本町は、小学校１ 校、中学校１ 校、幼稚園２ 校を有し ており 、保有する公共建築物のなかで 22％

を 占めています。 学校施設のう ち、 約３ 割が築 30 年を 経過、 約８ 割が築 20 年を 経過するなど、

老朽化が進みつつあり 、 限ら れた予算のなかでこ れら を更新し ていかなければなり ません。   

一方、 学校に対するニーズは多様化し ており 、 多様な学習内容や形態への対応、 生活空間の快

適化、 防災対策、 環境負荷の低減など、 さ まざまな配慮が求めら れているこ と から 、 今後は老朽

化対策や質的整備を進めると と も に、 施設の⾧寿命化を計画し 、 施設整備にかかるコ スト を総合

的に抑制し ていく 必要があり ます。   

こ のため、学校施設の効率的な維持保全の実現に向けて、本町の関連計画と 整合を図り ながら 、

学校施設の劣化状況を踏まえ、 奈義町学校施設⾧寿命化計画を 策定し ます。   

 

２  計画の位置付け 

本計画は、 上位計画および関連計画と 整合を図り ながら 策定し ます。  

 

 

 

 

 

 

  

イ ンフ ラ⾧寿命化基本計画 

個別施設毎の⾧ 寿命化計画（ 個別施設計画）  

奈義町まちづく り 総合計画 
＜国＞ 

公共施設等総合管理計画 イ ンフ ラ⾧寿命化計画(行動計画) 

＜文部科学省＞ 

奈義町学校施設⾧寿命化計画 

学校施設の⾧寿命化計画 

策定に係る手引 

＜文部科学省＞ 
・ 奈義町教育大綱 

・ 奈義町学校教育改革プラ ン 

図 1-1 計画の位置付け 
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３  計画の期間と 対象 

３ -１  計画期間 

本計画においては、 今後、 学校施設の更新時期が迫るなか、 少子化や学習環境などの変化に対

応し つつ、 財政面と のバラ ンスを図っ ていく こ と が必要になっ てき ます。 こ れら を考慮し て計画

を 推進するためには、 中⾧期的な視点が不可欠であるこ と から 、 本町を取り 巻く さ まざまな将来

推計に基づいて今後 40 年間の計画を策定し ます。  

計画期間については、 平成 31（ 2019） 年度〜平成 70（ 2058） 年度と し 、 こ のう ち第 1 期

実施計画を、 予算措置を 考慮し た平成 31（ 2019） 年度〜平成 40（ 2028） 年度までの 10 年間

と し ます。 なお、 以後 10 年ごと に事業の進捗状況・ 児童生徒数の推移・ 町財政運営状況などを

踏まえ、 見直し を行 う こ と を基本と し ます。  

 

３ -２  対象の学校 

 本計画の対象と なる学校は、 小学校１ 校、 中学校１ 校、 幼稚園２ 園の計４ 施設、 学校施設は、

校舎、 体育館、 園舎と し ます。  

 

 

学校名 住所 

小
学
校 

奈義小学校 勝田郡奈義町広岡 1261 

中
学
校 

奈義中学校 勝田郡奈義町久常 193 

幼
稚
園 

中央東幼稚園 勝田郡奈義町行方 430-2 

滝川つく し 幼稚園 勝田郡奈義町滝本 1444-2 

 

  

表 1-1 対象の学校一覧 
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図 1-2 学校配置 

滝川つく し 幼稚園 

奈義小学校 

奈義中学校 

中央東幼稚園 
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学校名 施設名 構造 階数 
延床面積

(㎡) 

建築年 
築年数 

和暦 西暦 

小
学
校 

奈義 

小学校 

管理棟 RC 2  2 , 016 H3 (1991 )  27 

特別教室棟 RC 2  1 , 039 H2 (1990 )  28 

普通教室棟 RC 3  1 , 638 H1 (1989 )  29 

普通教室棟 RC 3  1 , 057 H2 (1990 )  28 

児童ク ラ ブ棟 S 1  290 H2 (1990 )  28 

屋内運動場 RC 2  1 , 363 H4 (1992 )  26 

中
学
校 

奈義 

中学校 

校舎 1 

特別教室棟 
RC 3  489  S60 (1985 )  33 

校舎 2 

普通教室棟 
RC 2  1 , 258  S42 (1967 )  51 

校舎 3 

特別教室棟 
RC 1  784  S43 (1968 )  50 

校舎 3 増築 

特別教室棟 
RC 1  26  H19 (2007 )  11 

校舎 4 

管理・ 特別教室棟 
RC 3  868  S44 (1969 )  49 

校舎 4 増築 

管理・ 特別教室棟 
RC 1  17  H9 (1997 )  21 

校舎 5 

特別教室棟 
RC 2  414  S62 (1987 )  31 

設備機械棟 RC 2  187 S61 (1986 )  32 

渡り 廊下 増築 RC 1  156 H7 (1995 )  23 

屋内運動場 RC 2  2 , 402 H13 (2001 )  17 

幼
稚
園 

滝川つく し  
幼稚園 園舎 RC 1  495 H6 (1994 )  24 

中央東 
幼稚園 園舎 RC 1  513 H7 (1995 )  23 

 

 

 

  

RC:鉄筋コ ンク リ ート 造 

Ｓ  :鉄骨造 

 

表 1-2 学校施設一覧 

※建築年は最も 古い施設の建築年と する。  

※築年数は平成 30( 2018 )年を 基準と する。  

資料:公立学校施設台帳 
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第２ 章 学校施設のめざすべき 姿と 課題 

第２ 章では児童生徒数の推移を見通すと と も に、 学校施設の老朽化がどの程度進んでいるか 

現地調査を行い評価し まし た。その結果を 踏まえ第３ 章では「 学校施設のめざすべき 姿」 を定め、

そのこ と から 浮かびあがる「 学校施設の課題」 を整理し ます。  

１  学校施設のめざすべき姿 

学校施設の⾧寿命化に向けて、 老朽化対策や時代のニーズに対応し た施設整備の検討を進めて

いき ます。  

本町の学校施設のめざすべき 姿は次のと おり です。  

 

 

1 .  安全・ 防災面 

  誰も が安全・ 安心 に利用 でき る施設 

  災害時の拠点と し て機能する施設 

 

2 .  学習・ 生活面 

  多様な学習への対応やき め細かな指導ができ る施設 

  誰も が快適に利用 でき る施設 

  省エネルギーに配慮し た環境負荷の少ない施設 

 

3 .  複合化・ 効率化 

  他の公共施設と の複合化を視野に入れた地域に開かれた施設 

 

 

 

  

学校施設の目指すべき 姿 
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２  学校施設の課題 

学校施設の施設整備時期には、 財政への影響が懸念さ れます。 本町の財政運営状況や学校施設

の実態を踏まえ、 学校施設のめざすべき姿を実現するための課題を 次に整理し ます。  

1 .  安全・ 防災面 

[ 課題]  進む老朽化と 安全対策 

外壁や屋上防水の劣化による雨漏り などは、 構造躯体の劣化につながり 建物の寿命を早

めてし まいます。また昭和 40 年〜60 年代に建てら れた中学校は築 30 年を 経過し ており 、

大規模改造による老朽化対策が実施でき ていない学校施設も あるため、 安全性を確保する

ための施設整備が早期に求めら れています。  

[ 課題]  防災機能の強化 

地域の防災拠点と し て役割を 叕い、避難所と し て災害時に機能する施設整備が必要です。 

 

2 .  学習・ 生活面 

[ 課題]  多様な学習内容、 学習形態への対応 

パソ コ ンを はじ めと する情報機器の活用や社会のグローバル化に対応し た学習内容など、

今後求めら れる学習形態に柔軟に対応でき る学習環境を整える こ と が必要です。  

[ 課題]  学校施設の機能改善や環境向上に向けた取り 組み 

１ ） バリ アフ リ ー化 

 児童生徒だけでなく 職員や地域住民の利用にも 配慮し た施設整備を進める必要があり

ます。 段差解消や手摺の設置、 多目的ト イ レの整備など、 バリ アフ リ ー化が進んでいな

い施設も あるため今後整備を 進めるこ と が必要です。  

２ ） ト イ レ改修 

 ト イ レは便器や配管などの更新が進んでいないため、 便器の洋式化、 床の乾式化を含

む全面改修を検討し 、 衛生面・ 生活面の向上を図るこ と が必要です。  

[ 課題]  環境に配慮し た施設整備 

省エネルギー対応の設備機器への更新により 、 環境負荷や維持管理コ スト の低減を図る

と と も に、 学校施設を 利用 し た環境教育を推進する体制を整えるこ と が必要です。  

 

3 .  複合化・ 効率化 

[ 課題]  地域の実情に応じ た計画的・ 効率的な施設整備 

地域に開かれたコ ミ ュ ニティ 施設などと し て利用 さ れる学校施設について、 大規模な改

修の際に、 他の公共施設と の複合化も 視野に入れて検討するこ と が必要です。  
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第３ 章 学校施設の実態 

１  学校施設の現状 

本町が保有する学校は小学校１ 校、 中学校１ 校、 幼稚園２ 校の計４ 校、 学校施設は１ ８ 棟で、

延床面積は約 1. 5 万㎡と なっ ています。 建築年別の整備状況は下図に示すと おり で、 延床面積比

と し て、 築３ 0 年以上の施設は全体の約 27% 、 築 20 年以上の施設は約 84％を占めています。  

 

  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

Ｓ

34

以

前

36 38 40 42 44 46 48 50 52 54 56 58 60 62 H

元

年

3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29

（㎡）

築20年以上 16棟（89%） 1.3万㎡（84%）

対象建物

18棟

1.5万㎡

（年度）

築30年以上 6棟（33%） 0.4万㎡（27%）

築30年以上

0.1万㎡(7%)

築40年以上

868㎡(5.8%)
築20年以上

0.9万㎡(57%)

築10年以上

0.2万㎡(16%)
築10年未満

0㎡(0.%)

築50年以上

0.2万㎡(14%)

築年別整備状況

新耐震基準（昭和57年以降）

15棟（83%） 1.2万㎡（81%）

旧耐震基準（昭和56年以前）

3棟（17%） 0.3万㎡（19%）

小学校 校舎 中学校 校舎 小学校 体育館 中学校 体育館 武道場 幼稚園 寄宿舎 給食センター その他

図 3-1 建築年別整備状況 
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２  児童生徒数および学級数の推移 

（ １ ） 人口の推移と 将来予測 

本町の人口は、 高度経済成⾧期（ 1955年〜1970年） において大幅に人口が減少し ており 、

こ れは都市部への人口移動によるも のと 考えら れ全国的にも 同様の傾向が多く 見ら れます。  

1965年には陸上自衛隊13特科連隊、1970年には第13特科連隊が日本原駐屯地に移駐日本経

済の安定成⾧期（ 1973年〜1986年） には、 人口が増加し ています。  

し かし ながら 、 いわゆるバブル経済期（ 1986年〜1990年頃） には、 人口が減少し ており 、

こ れも 同じ く 都市部への移動と 考えら れます。 また、 1998年には、 部隊の改変により 陸上自衛

隊第13師団が旅団と なり 、 日本原駐屯地においても 定員削減が行われ、 その後の人口減少の要

因の一つと なっ ており 、 推計によれば、 今後も 人口減少がさ ら に進行すると さ れています。  
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資料:国勢調査 図 3-2 総人口の推移 

図 3-3 総人口の推計 
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出生率上昇＋移動均衡

北川推計

資料:奈義町人口ビジョ ン 
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本町では、 未婚率の低下対策や移住・ 定住に結びつける施策等による転入増を 図るこ と で、

6, 000人程度（ 国勢調査ベース） の人口維持を 目標と し ています。  
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

人

口

（
人

）

（ 年）

総人口 年少人口 生産年齢人口 老年人口

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060

6,085 5,695 6,006 6,020 6,009 6,011 6,013 6,025 6,014 6,013 6,021

年少人口 781 698 811 910 1,005 1,079 1,115 1,157 1,178 1,181 1,191

生産年齢人口 3,480 3,068 3,157 3,054 2,979 2,999 3,054 3,113 3,154 3,200 3,250

老年人口 1,824 1,929 2,039 2,057 2,025 1,933 1,843 1,755 1,683 1,631 1,580

総人口

内訳

図 3-4 人口の将来展望 資料:奈義町人口ビジョ ン 
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３  施設関連経費の把握 

（ １ ） 財政状況の傾向 

 歳入において、 地方交付税が占める割合は約 33％と なっ ており 、 地方交付税に依存し た財源

構造と なっ ています。 自主財源の根幹である地方税は、 微増の傾向で推移し ています。  

一方、歳出は、義務的経費（ 人件費、扶助費、公債費） の占める割合が約 25％と なっ ており 、

扶助費については明ら かな増加傾向にあり 、 歳出全体に占める割合は年々増加し ています。  

高齢化の進展による扶助費の増大 と いう 厳し い財政運営状況により 、 今後さ ら に普通建設事

業費などの確保が難し く なると見込まれるため、 学校施設整備にかかるコ スト についても 縮減

し ていく 必要があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料:地方財政状況調査  図 3-5 普通会計決算（ 歳入） の推移 
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2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

（ 百万円）

地方税 地方交付税 その他一般財源 地方債 国庫支出金 都道府県支出金 その他特定財源

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
その他特定財源 655,367 595,999 717,967 850,415 844,118 917,438 822,896 976,263 1,400,976 1,747,167
都道府県支出金 150,242 142,389 304,324 194,450 219,317 230,353 236,216 228,166 222,762 304,721
国庫支出金 423,835 271,989 372,284 848,670 1,161,141 609,354 337,833 725,409 493,504 458,534
地方債 355,500 129,918 135,840 189,770 233,649 238,402 276,589 426,703 669,990 257,237
その他一般財源 265,030 201,928 197,551 184,248 180,518 170,344 156,401 154,968 155,304 210,610
地方交付税 1,307,716 1,340,256 1,401,796 1,442,172 1,629,741 1,647,267 1,663,325 1,708,138 1,666,198 1,710,122
地方税 531,605 661,323 664,362 592,291 571,274 579,741 569,399 560,133 592,581 581,990
歳入合計（千円） 3,689,295 3,343,802 3,794,124 4,302,016 4,839,758 4,392,899 4,062,659 4,779,780 5,201,315 5,270,381
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

（ 百万円）

人件費 扶助費 公債費 物件費 維持補修費 補助費等 投資的経費 積立金等 操出金

2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度
操出金 268,074 287,626 286,727 270,731 349,792 342,018 374,652 377,708 430,229 437,149
積立金等 33,099 51,767 164,111 253,969 338,015 399,474 273,144 508,162 414,138 1,292,406
投資的経費 812,973 312,631 360,303 951,378 1,257,244 652,220 451,055 847,090 1,326,464 495,553
補助費等 518,195 537,289 854,184 640,055 619,342 730,976 595,798 600,453 660,287 805,066
維持補修費 38,030 57,333 48,449 35,954 32,607 66,617 42,285 46,075 36,277 49,540
物件費 396,598 407,374 395,710 399,056 434,167 463,183 452,356 479,331 523,542 569,008
公債費 409,489 395,946 412,014 380,902 359,352 340,784 309,366 291,431 251,174 314,465
扶助費 170,874 172,855 169,060 169,667 237,127 241,762 253,788 253,199 278,146 284,820
人件費 732,426 707,588 640,730 661,884 601,910 646,515 639,188 583,273 593,145 606,676
歳出合計（千円） 3,379,758 2,930,409 3,331,288 3,763,596 4,229,556 3,883,549 3,391,632 3,986,722 4,513,402 4,854,683

資料:地方財政状況調査 図 3-6 普通会計決算（ 歳出） の推移 
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（ ２ ） 施設関連経費の推移 

 投資的経費の推移は図 2-12 に示すと おり 、過去 10 年間の平均における公共建築物に係る投

資的経費は、 約 1. 6 億円/年と なり ます。 町が保有する公共建築物のう ち学校および幼稚園の延

床面積は全体の約 23％と なるため、 今回対象と する学校施設に係る投資的経費は約 0. 4 億円/

年と なり ます。  

今後、 学校施設整備に充てら れる 費用は、 町全体の予算調整を行 う なかで決定し ていく こ と

になり ますが、こ の 0.4 億円/年に推定の施設管理費 0. 3 億円/年を加えた 0. 7 億円/年をコ スト

試算における基準額と し て設定し ます。  

 

  

 

図 3-7 普通会計の投資的経費の推移（ 平成 18 年度〜平成 27 年度）  

図 3-8 保有する公共建築物の分類別状況 

1.7％ 

※幼稚園のみ 

計 2 3 . 4 %  
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４  今後の維持・ 更新コ スト （ 従来型）  

 次に示す算定条件に基づき、40 年周期で建替えを行 う 従来型の維持・ 更新コ スト を算定し ます。 

（ １ ） コ スト 算定条件 

更 新 周 期:40 年 建 替 え 単 価:330 , 000 円/㎡ 

改 修 周 期:20 年（ 大 規 模 改 造）  大 規 模 改 造単 価:282 , 500 円/㎡ 

過去の施設関連経費:0 . 7 億円（ 直近 10 年間の実績の平均値を 採用 ）  

 

 

（ ２ ） 従来型の維持・ 更新コ スト  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ ） 今後 40 年間のコ スト  

・ 今後 40 年間の総額は 80 億円と なり 、 年平均 2.0 億円と なり ます。  

 

２ ） 直近 10 年間の施設関連経費と の比較 

・ 直近 10 年間の施設整備費と （ 0 . 7 億円） と 比較すると 、 約３ 倍と なり ます。  

 

３ ） 10 年後と の期間区分でのコ スト  

・ 小学校の建替が集中する平成 40 年から の 10 年間が最も 多く 、 平均 3. 3 億円/年と な

り ます。  

  

図 3-9 維持・ 更新コ スト （ 従来型）  
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光熱水費
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５  学校施設の老朽化状況の実態 

近年、 学校施設では耐震診断を 優先的に取り 組んでき まし た。 その間、 施設全体の大規模な改

修は進まず、 構造躯体に影響を 及ぼす屋上や外壁の改修、 電気・ 機械設備の不具合補修など、 部

分的な改修にと どまっ ているため、 今後は老朽化し ていく 施設への対応が課題と なり ます。  

こ のため、 構造躯体の健全性に加え、 構造躯体以外の劣化状況を把握し 、 文部科学省「 学校施

設の⾧寿命化計画策定に係る解説書」 を参考に、 ⾧寿命化の判定はも と より 、 課題の整理、 方針

の検討、 今後の計画策定および維持・ 更新コ スト の試算を行います。  

 

 

 

  

図 3-10  調査から 実施計画策定までのフ ロー 

YES 

第２ 章 学校施設のめざすべき 姿と 課題 

学校施設のめざすべき姿を定め、 課題を整理 

 

耐 震 補 強  

「 要調査」  
建物 

NO 

耐 震 基 準
 

耐震補強済み 

または 

耐震診断で耐震性あり
 

コ ンク リ ート 圧縮強度 

[13 . 5N/㎟以上]
 

中性化深さ  

[30m m 未満]
 

中性化の進 速行 度 

[理論値未満]
 

１ ）
 

２ ）

３ ）

現地調査 
各部位の劣化状況、 仕様、 工事履歴を技術者

が目視状況を主体に調査し 、 写真に記録。  

１ ） 屋根・ 屋上  ２ ） 外壁 

３ ） 内部仕上げ  ４ ） 電気設備・ 機械設備 

劣化状況および評価のまと め 
各部位の劣化状況を、 劣化の範囲、 程度、 経
過年数などに基づいて評価し 、 一覧に整理。  

 【 屋根・ 屋上、 外壁、 内部仕上げ】  

評価 基準 

Ａ  概ね良好 

Ｂ  部分的に劣化 

Ｃ  広範囲に劣化 

Ｄ  早急に対応する 必要がある  

【 電気設備・ 機械設備】  

評価 基準 

Ａ  20 年未満 

Ｂ  20〜40 年 

Ｃ  41 年以上 

Ｄ  経過年数に関わら ず著し い劣化 

 

旧耐震基準 

第３ 章 ５ -1 構造躯体の健全性調査 

新耐震基準 

NO 

第３ 章 ５ -2 構造躯体以外の劣化状況調査 

構造躯体の健全性調査 

第 4 章 学校施設改修等の基本方針 

上位計画および学校施設の課題を踏まえた基本方針を検討 

第５ 章 寿⾧ 命化改良等の実施計画 

    今後 10 年間の実施計画策定と 、 寿命⾧ 化を行 う こ と で想定さ れるコ スト を試算 

「 建替え」  「 寿命⾧ 化」  

または、 使 不用 可 

YES 
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５ -１  構造躯体の健全性の調査・ 評価 

建築物は、 構造躯体の健全性が確保さ れてはじ めて⾧期間使用するこ と ができ ますが、 施工方

法やその後の使用状況、 また立地環境により 使用でき る年数が異なり ます。 こ のため⾧寿命化の

可否を判断するためには、 建物ごと に構造躯体の健全性を 評価する必要があり ます。  

調査対象は旧耐震基準の中学校校舎３ 棟と し 、 過去に実施さ れた耐震診断のコ ンク リ ート 調査

結果を基に評価し ます。  

 

（ １ ） 調査内容 

耐震診断を 実施済みの建物については、 既存の調査資料を 基と し 、 耐震診断によ る調査が行

われていない建物については、 コ ア抜きを行い構造躯体の健全性調査を実施し ます。  

 

（ ２ ） 評価方法 

構造躯体データ のう ち、コ ンク リ ート 圧縮強度と 中性化深さ のデータ を用いて、 次の 3 つの

基準により 評価を行い、 ⾧寿命化に適する建物かどう かを 判断し ます。  

 

１ ） 圧縮強度（ 数値が大き いほど強い）  

標準的なコ ンク リ ート の圧縮強度が、 13 . 5N/m m 2 未満では十分な強度と はいえず改修

に適さ ないため、 13 . 5N/m m 2 以上を「 ⾧寿命化が可能」 と 判断する。  

２ ） 中性化深さ （ 数値が小さ いほど健全）  

大気中の二酸化炭素がコ ンク リ ート に侵入し 中性化が内部の鉄筋まで進行すると 、 鉄筋

の腐食により コ ンク リ ート と 鉄筋の一体性が失われ、建物が本来の力 を発揮でき ないため、

⾧期間の使用に支障を きたすおそれがある。  

こ のため中性化の深さ が、 最低限のかぶり 厚さ（ コ ンク リ ート 表面から 鉄筋までの厚さ ）

である 30m m に達し ていない場合を「 ⾧寿命化が可能」 と 判断する。  

３ ） 中性化の進行速度（ 数値が小さ いほど健全）  

中性化の現象は、 築年数の経過と と も に徐々に進行するが、 コ ンク リ ート 表面仕上材の

種類やコ ンク リ ート の品質によっ ても 中性化の進行が早く なり 劣化が進む。  

こ のため、 築年数から 中性化の進行速度の理論値を 算定、 調査結果と 比較し 、 理論値よ

り 進行が進んでいなければ「 ⾧寿命化が可能」 と 判断する。  
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（ ３ ） 評価結果 

 調査結果に基づいて健全性の評価を行っ た結果、 中学校校舎３ 棟は圧縮強度の評価基準を 

満足し ていないため、 ⾧寿命化が可能かを詳細な調査により 確認する必要がある「 要調査」 と

判定し ます。  

 

１ ） 圧縮強度 

13 . 5N/m m 2 を 下回る結果であっ たため「 要調査」  

２ ） 中性化深さ  

鉄筋のかぶり 厚さ である 30m m を 下回る結果であっ たため「 ⾧寿命化が可能」  

３ ） 中性化の進行速度  

理論式から 求めら れる中性化深さ を下回る結果であっ たため「 ⾧寿命化が可能」  

 

 

 

 

 

 

  

表 3-1 評価結果（ 構造躯体の健全性）  

※ 3 )中性化の進行速度の評価は、「 2)中性化深さ 」 ＜「 理論式による深さ 」 と なればＯ Ｋ と する。  

1 )  圧縮強度 2 )  中性化深さ 3 )  中性化の 理論式による

  ( N/m m 2 ) ( m m )   進行速度 深さ (m m )

校舎（ ２ ） S42 51 Ｈ 29
11 . 9

NG

26 . 4

OK
OK 29 . 0

校舎（ ３ ） S43 50 Ｈ 29
12 . 6

NG

26 . 1

OK
OK 28 . 7

校舎（ ４ ） S44 49 Ｈ 29
12 . 7

NG

25 . 8

OK
OK 28 . 4

奈
義
中
学
校

要

調

査

調査年度 評価結果施設名 建築年 築年数学校名
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５ -２  構造躯体以外の劣化状況の調査・ 評価 

 建物の屋根・ 屋上、 外壁、 内部仕上げ、 電気設備・ 機械設備の劣化状況や改修時期について、

調査および評価を行い、 当該評価を 踏まえて学校施設の課題を整理すると と も に、 第 4 章「 学校

施設改修等の基本方針」 に反映し ます。  

（ １ ） 調査内容 

１ ） 屋根・ 屋上 

・ 最上階の天井に雨漏り がないか。 雨漏り が原因と 思われるシミ 、 カ ビがないか。  

・ 屋上防水に膨れ、 剥がれ、 破れ、 穴開き がないか。  

・ 金属屋根に錆、 損傷、 腐食がないか。  
 

２ ） 外壁 

・ コ ンク リ ート が剥落し 、 鉄筋が露出し ている箇所はないか。  

・ 室内側に雨漏り と 思われるシミ 垂れ、 塗装の剥がれがないか。  

・ 亀裂、 浮き 、 剥離、 ひび割れ、 破損がないか。  

・ 建具枠、 丁番などの腐食 、 変形、 ぐ ら つき がないか。  

・ 窓枠と 外壁と の隙間に施さ れているシーリ ング材に硬化、 切れ、 剥がれがないか。  
 

３ ） 内部仕上げ 

・ 床、 壁、 天井にコ ン ク リ ート の亀裂、 ボード 類の浮き 、 損傷がないか。  

・ 天井ボード の落下や床シート の剥がれなどにより 安全性が損なわれていると こ ろ がないか。  
 

４ ） 電気設備・ 機械設備 

・ 機器や架台に錆、 損傷、 腐食がないか。  

・ 漏水 、 漏油がないか。  

・ 使用 水に赤 水 、 異臭がないか。  

・ 機器から 異音はし ていないか。  

・ 保守点検や消防の査察などで是正措置などの指摘がないか。  

 

（ ２ ） 評価方法 

屋根・ 屋上、 外壁、 内部仕上げは、 目視状況により 評価し ます。 一方、 電気設備・ 機械設備

については、 目視だけでは劣化度合の判断ができ ないため、 部位の全面的な改修年から の経過

年数を基に評価し ます。  

 

・ 目視状況によ る評価 

【 屋根・ 屋上、 外壁、 内部仕上げ】  
 

・ 経過年数による 評価 

【 電気設備・ 機械設備】  

評価 基準  評価 基準 

Ａ  概ね良好  Ａ  20 年未満 

Ｂ  
部分的に劣化 

(劣化状況や更新周期を踏まえた、 中⾧期での修繕が必要) 
 Ｂ  20〜40 年 

Ｃ  
広範囲に劣化 

(比較的、 早期に計画的な改修が必要) 
 Ｃ  41 年以上 

Ｄ  
早急に対応する必要がある 

(安全面・ 機能面に影響が大 きい)  
 Ｄ  経過年数に関わら ず著し い劣化 

表 2-5 評価基準 
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（ ３ ） 施設情報と 評価のまと め 

 

 

2018

管理棟 RC 2 2,016 H3 1991 27 新 - - A B B B B

特別教室棟 RC 2 1,039 H2 1990 28 新 - - A B B B B

普通教室棟 RC 3 1,638 H元 1989 29 新 - - A B B B B

普通教室棟 RC 3 1,057 H2 1990 28 新 - - A B B B B

児童ク ラ ブ棟 S 1 290 H2 1990 28 新 - - A B A B B

屋内運動場 RC 2 1,363 H4 1992 26 新 - - B B B B B

校舎１

特別教室棟
RC 3 489 S60 1985 33 新 - - C B B B B

校舎２

普通教室棟
RC 2 1,258 S42 1967 51 旧 済 - B B B C C

校舎３

特別教室棟
RC 1 784 S43 1968 50 旧 済 - B B C C C

校舎３  増築

特別教室棟
RC 1 26 H19 2007 11 新 - - A A A A A

校舎４

管理・ 特別教室棟
RC 3 868 S44 1969 49 旧 済 - B B B C C

校舎４  増築

管理・ 特別教室棟
RC 1 17 H9 1997 21 新 - - A A A B B

校舎５

特別教室棟
RC 2 414 S62 1987 31 新 - - B B B B B

設備機械棟 RC 2 187 S61 1986 32 新 - - B B B B B

渡り 廊下 増築 RC 1 156 H7 1995 23 新 - - B B B B B

屋内運動場 RC 2 2,402 H13 2001 17 新 - - B B B A A

滝川つく し

幼稚園
園舎 RC 1 495 H6 1994 24 新 - - B B B B B

中央東幼稚園 園舎 RC 1 513 H7 1995 23 新 - - B B B B B

基準 診断

外

壁和暦 西暦

構造躯体の健全性 構造躯体以外の劣化状況

施設名 構造 階数

延床

面積

（ ㎡）

建築年

築年数
補強

建物基本情報

学校名

耐震安全性 屋

根

・

屋

上

内

部

仕

上

げ

電

気

設

備

機

械

設

備

小

学

校

中

学

校

幼

稚

園

奈義小学校

奈義中学校

：築30年以上：築50年以上
Ａ ：概ね良好

Ｂ ：部分的に劣化

Ｃ ：広範囲に劣化

Ｄ ：早急に対応する必要がある

表 3-2 施設情報一覧表 

※建築年は最も 古い施設の建築年と する。  

※築年数は平成 30(2018)年を基準と する。  
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（ ４ ） 評価結果（ 目視状況による部位別劣化評価）  

 

  屋根・ 屋上 外壁 内部仕上げ 

奈
義
小
学
校 

管理棟 

（ 築 27 年）  

A B B 
・ 概ね良好 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

特別教室棟 

（ 築 28 年）  

A B B 
・ 概ね良好 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

普通教室棟 

（ 築 29 年）  

A B B 
・ 概ね良好 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

児童ク ラ ブ棟 

（ 築 28 年）  

A B A 
・ 概ね良好 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 概ね良好 

 

体育館 

（ 築 26 年）  

B B B 
・ 経年劣化 

 

・ 軒裏の塗装剥離 

 

・ 経年劣化による床の剥離 

 

※Ａ 、 Ｂ 、 Ｃ 、 D は劣化状況評価を 示す。
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  屋根・ 屋上 外壁 内部仕上げ 

奈
義
中
学
校 

校舎 1 

特別教室棟 

（ 築 33 年）  

C B B 
・ 屋上防水の広範囲の劣化 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

校舎 2 

普通教室棟 

(築 51 年) 

B B B 
・ 不陸による排水の不具合 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

校舎 3 

特別教室棟 

（ 築 50 年）  

B B C 
・ 不陸による排水の不具合 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 手摺脱落の危険性あり  

 

校舎 4 

管理・  

特別教室棟 

（ 築 49 年）  

B B B 
・ 不陸による排水の不具合 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク 

 

・ 経年劣化 

 

校舎 5 

（ 築 31 年）  

B B B 
・ 経年劣化 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

※Ａ 、 Ｂ 、 Ｃ 、 D は劣化状況評価を 示す。
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  屋根・ 屋上 外壁 内部仕上げ 

奈
義
中
学
校 

設備機械棟 

（ 築 32 年）  

 

B B B 

・ 経年劣化 

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

体育館 

（ 築 17 年）  

B B B 

・ 経年劣化 雨漏り の可能性あり    ・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 

 

  ※Ａ 、 Ｂ 、 Ｃ 、 D は劣化状況評価を 示す。
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  屋根・ 屋上 外壁 内部仕上げ 

滝
川
つ
く
し
幼
稚
園 

園舎 

（ 築 24 年）  

B B B 

・ 経年劣化 雨漏り の可能性あり  

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 雨漏り 跡 

 

 

 

 

 

  屋根・ 屋上 外壁 内部仕上げ 

 

園舎 

（ 築 23 年）  

B B B 

・ 経年劣化 雨漏り の可能性あり  

 

・ 経年劣化によるク ラ ッ ク  

 

・ 経年劣化 雨漏り 跡 

 

 

 

  

※Ａ 、 Ｂ 、 Ｃ 、 D は劣化状況評価を 示す。

※Ａ 、 Ｂ 、 Ｃ 、 D は劣化状況評価を 示す。
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５ -３  老朽化状況の総評 

 構造躯体の健全性および構造躯体以外の劣化状況の調査結果を 踏まえ、 調査を行 っ た校舎およ

び体育館の老朽化状況について総評を次に示し ます。  

 

（ １ ） 構造躯体の評価 

構造躯体の健全性について、 1） 圧縮強度、 2） 中性化深さ 、 3） 中性化の進行 速度の評価基

準により 調査し た結果、 旧耐震基準の中学校校舎３ 棟は、 健全度が基準以下と なり 、 ⾧寿命化

が可能かどう かの更なる詳細な調査を行 う 必要があり ます。  

 

（ ２ ） 構造躯体以外の評価 

構造躯体以外（ 屋根・ 屋上、 外壁、 内部仕上げ、 電気設備・ 機械設備） の劣化状況について

は、 ほと んどの学校施設が「 Ａ 評価（ 概ね良好）」 およ び「 B 評価（ 部分的に劣化）」 であり 、

緊急的な改修を必要と し ない状況でし た。   

こ の一方で、 一部の学校施設の屋根・ 屋上や外壁に「 C 評価（ 広範囲に劣化）」 が見 ら れ、 現

状のままでは構造躯体に悪い影響を 与え、 ⾧期の使用に影響を及ぼし かねないこ と から 劣化の

進行度に応じ て計画的な改修が必要です。  

 

（ ３ ） 総評 

 今回の調査の結果、 昭和 40 年代に建てら れた中学校校舎３ 棟でコ ンク リ ート の圧縮強度が

不足する結果であるため、更なる詳細な調査を行い⾧寿命化が可能か判断する必要があり ます。 

構造躯体以外については、 一部の学校施設でＣ 評価があり まし たが、 直ちに大き な事故・ 損

傷につながるよう な状態ではないため、 今後も 劣化の進行を 把握し 、 計画的に改修を行 う こ と

が必要です。  
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６  今後の維持・ 更新コ スト （ ⾧寿命化型）  

標準的な更新・ 改修周期を 基に、 劣化状況調査によ る「 C 評価（ 広範囲に劣化）」 箇所の優先的

な改修やその他各学校施設の劣化状況を踏まえて、 今後の維持・ 更新コ スト を算定し ます。  

（ １ ） コ スト 算定条件 

更 新 周 期:80 年 建 替 え 単 価:330 , 000 円/㎡ 

改 修 周 期:20 年（ 大 規 模 改 造）  大 規模改造単価:282 , 500 円/㎡ 

40 年（ ⾧寿命化改良）  ⾧寿命化改良単価:198 , 000 円/㎡ 

過去の施設関連経費:0 . 7 億円（ 直近 10 年間の実績の平均値を 採用 ）  

 

（ ２ ） 標準的な⾧寿命化型の維持・ 更新コ スト  

 建替え中心の従来型から 、 ⾧寿命化にシフ ト し ていく ためには、 大規模改造（ 機能回復） お

よび⾧寿命化改良（ 機能向上） の計画的な実施と 、 適切な維持管理が必要と なり ます。  

 ⾧寿命化改良を 実施し 耐用年数を約 80 年にし た場合、 今後 40 年間の維持・ 更新コ スト は

67 億円（ 1. 7 億円/年） と なり 、 従来型の場合の 80 億円（ 2. 0 億円/年） と 比べて、 約 15％の

縮減が可能と なり ます。  

ただし 、 標準的な⾧寿命化を行 っ た場合でも 、 過去 10 年間の施設関連経費の 2.5 倍のコ ス

ト がかかる上、 平成 40 年度以降に⾧寿命化改良が集中し てし まう など、 実効性に乏し い状況

です。  

 

 

  

図 3-11  維持・ 更新コ スト （ ⾧寿命化型）  
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今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

1.4億円/年

対象建物
18棟

3.1万㎡

40年間の総額

67億円

40年間の平均

2億円/年

2.5倍

過去の

施設関連経費
0.7億円/年

長寿命化改修 大規模改造 部位修繕
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 縮減費

1. 7 
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第４ 章 学校施設改修等の基本方針 

１  改修等の基本方針 

本計画の上位計画と なる、「 公共施設等総合管理計画」（ 本町における公共建築物やイ ンフ ラ 施

設の管理方針などを定めた計画） には、 次の基本方針が示さ れています。  

 

 （ １ ） 施設の再編による施設保有量の縮減 

・ 施設総量の適正化、 機能の複合化などによる 効率的な施設配置 

 （ ２ ） 計画保全による施設の⾧寿命化 

 ・ 予防保全の推進、 ⾧寿命化などの推進、 利便性の向上 

 （ ３ ） 保有形態の見直し による効率的な管理運営 

 ・ 更新費用の縮減と 平準化、 維持管理費用の適正化、 民間活力の導入 

 

・ 定期的な点検作業等を行 う こ と はも と より 、 必要に応じ て大規模修繕を実施し  

 安心 し て利用できる施設運営に努める。  

 

 

上位計画の基本方針を基に、 第２ 章で示し た「 学校施設のめざすべき 姿と 課題」 を 踏まえた上

で、 学校施設改修における基本方針を 次のと おり と し ます。  

 

１ .  安全・ 防災面 

⾧寿命化の推進 

必要に応じ て改修工事を実施し 、 学校施設の⾧寿命化を図り ます。  

安全性に配慮し た整備 

学校施設の老朽化により 生じ る、 外壁のひび割れや浮き、 建具の開閉不良などによる事

故を 防ぐ ため、 維持管理手法を、 従前の「 事後保全」 から 損傷や支障が表面化する前に対

策を 講じ る「 予防保全」 にシフ ト し 、 安全性の確保に努めます。  

避難所利用における整備 

避難者の安全を 確保するための対策や、避難生活での環境面に配慮し た設備の整備など、

避難所と し て機能するよう 整備を進めます。  

【 主な内容】  コ ンク リ ート の中性化対策  外壁塗装、 屋上防水 、 外部建具改修 

天井の落下防止などの対策  ガラ スの飛散防止対策  防犯機器の整備  

非常用浄水器や受水槽非常用給水栓の設置 など 

 

  

全体基本方針 

  施設の基本方針（ 学校教育系施設）  
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２ .  学習・ 生活面 

学習環境の向上 

多様な学習内容・ 学習形態に対応でき る環境の整備のほか、 Ｉ Ｃ Ｔ 機器*など必要と なる

設備の整備を 進めます。  

※Ｉ Ｃ Ｔ 機器と は、 コ ンピュ ータ ー、 電子黒板、 タ ブレッ ト 端末など教育の効果を高めるために活用する機器 

生活環境の向上 

バリ アフ リ ー化やト イ レの洋式化を行 う こ と で、 誰も が利用 し やすい施設整備を進めま

す。   

環境負荷低減への配慮 

環境負荷や維持管理コ スト の低減を図るため、 省エネルギー機器への更新などの整備を

進めます。  

【 主な内容】  ICT 機器および校内無線Ｌ Ａ Ｎ の整備  少人数指導教室の整備 

段差解消、 手摺設置  ト イ レ 改修（ 便器洋式化、 床乾式化など）  

屋根、 外壁などの断熱性の向上  リ サイ ク ル建材の積極的な利用  など 

 

 

 

３ .  複合化・ 効率化 

施設整備費の縮減 

施設規模に比例し て整備費用は大きく なるため、 財政面や社会の状況（ 少子化など） に

応じ た効率的な改修を行 う 必要があり ます。 こ のため、 一律に全施設で大規模な改修を行

う のではなく 、 児童生徒数の推移や劣化度合、 改修後の使用年数などを考慮し 、 必要に応

じ て部位改修による対応を行 う こ と で整備費用を縮減し ます。  

他の公共施設と の複合化 

今後、 児童生徒数の減少により 余裕教室が生じ るこ と が考えら れるため、 改修にあたっ

ては、将来的に学校施設の一部を地域コ ミ ュ ニティ や他の公共施設と 複合化でき るよう に、

転用可能なエリ ア分けや動線の整理など、 児童生徒の安全性を 考慮し た配置・ 平面計画の

検討を行います。  

プールのあり 方の見直し  

プールに関し ては、 使用時期が限ら れており 、 使用頻度に対する維持管理費用が大きい

ため、 今後、 学校間でのプール共同利用や学校施設以外のプールの利用検討も 含め、 プー

ルのあり 方を 検討し ます。  

【 主な内容】  余裕教室の活用   他の施設と の複合化によるセキュ リ ティ ーの強化 

プールのあり 方を見直すこ と によるコ スト 削減効果の検証 など 
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２  施設の目標耐用年数の設定 

（ １ ） 目標耐用年数の設定 

 鉄筋コ ンク リ ート 造の学校施設の法定耐用年数は 47 年ですが、 こ れは税務上、 減価償却費

を算定するためのも のであり 、 文部科学省の調査研究では物理的な耐用年数はこ れより ⾧ く 、

適切な維持管理がなさ れ、 コ ンク リ ート 強度の確保および中性化の進行が抑制さ れている場合

には約 80 年程度、 さ ら に技術的には 100 年以上の⾧寿命化も 可能であると さ れています。  

 本計画では、 第４ 章「 学校施設改修等の基本方針」 を 踏まえ、 表 4-1 に示す「 建築物の耐久

計画に関する考え方( 日本建築学会)」 に基づき 、 鉄筋コ ンク リ ート 造の校舎、 体育館の目標耐

用年数を約 80 年と 設定し ます。  

 また、「 予防保全」 の考え方を取り 入れた⾧寿命化を 図っ ていく ためには、 建物を 構成する 

主要な部位別に改修周期を設定する必要があるこ と から 、「 建築物のラ イ フ サイ ク ルコ スト  

（ 一般財団法人 建築保全センタ ー）」 の標準耐用年数を 参考に、 表 4-2 のと おり 部位別改修 

周期を設定し ます。  

  

表 4-1 建築物全体の望まし い目標耐用年数 

構造 

種別 

 

用途 

鉄筋コ ンク リ ート 造 

高品質の場合 普通の品質の場合 

学校施設 80 〜 100 年以上 50 〜 80 年以上 

資料:建築物の耐久計画に関する考え方（ 日本建築学会）  
 

 

表 4-2 部位別改修周期 

項目 標準耐用年数 

建築 
外壁 20〜30 年 

屋上防水  20〜30 年 

電気 
受変電設備 30 年 

電灯設備 20 年 

機械 

空調設備 20 年 

給水設備 20〜30 年 

エレベータ ー 30 年 

資料:建築物のラ イ フ サイ ク ルコ スト （ 一般財団法人 建築保全センタ ー） 参照 
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（ ２ ） 改修周期の設定 

従来の維持管理では、 建物に深刻な劣化や故障などの不具合が表面化し てから 改修を行 っ て

き まし た。 こ のため、 不具合が表面化し た部分の対応にと どまり 、 建物の劣化を抑制でき なか

っ たこ と で、 約 40 年で建替えを行っ ていまし た。  

 今後は表 4-2 に示す部位別の標準耐用年数を基本と し て、 竣工後約 20 年で機能回復のため

の大規模改造を行い、 耐用年数の中間期と なる約 40 年で機能向上のための⾧寿命化改良を行

います。 その後、 約 20 年で再び大規模改造などを行い、 目標耐用年数の約 80 年で建物の建替

えを行います。  

 

  

経年による機能・ 性能の劣化

劣化度

■築40年を目途に⾧ 寿命化改良、 中間年で大 規模改造を 実施。 建物を良い状態に保ち躯体の耐用 年数まで使う 。

経年劣化による機能回復工事と 、 耐用性、 快適性、 省エネ性

を確保するための機能向上工事

・ 屋上防水改修 ・ コ ン ク リ ート 中性化対策

・ 外壁改修 ・ 鉄筋の腐食対策

・ ト イ レ 改修 ・ バリ アフ リ ー改修

・ 内装改修 ・ 外壁、 屋上の断熱化改修

・ 設備機器改修 ・ 省エネルギー機器への更新

・ 劣化の著し い部位の修繕

・ 故障、 不具合修繕 等

⾧

寿

命

化

の

パ

タ

ー

ン

解体

大規模改造

長寿命化改良

大規模改造

従

来

の

保

全

パ

タ

ー

ン 施設の使用 期限 約4 0 年間

大規模改造

（ 機能回復中心の事後保全）

・ 屋上防水改修 ・ 外壁改修

・ 耐震改修 ・ ト イ レ改修

・ 内装改修 等

施設の使用 期限 約8 0 年間

経年劣化によ る損耗、 機能低下に

対する機能回復工事

・ 屋上防水改修

・ 外壁改修

・ ト イレ改修

・ 内装改修

・ 設備機器改修

・ 劣化の著し い部位の修繕

・ 故障、 不具合修繕 等

大規模改造 ⾧寿命化改良

劣化度

竣工 建替え

竣工

経年による機能・ 性能の劣化

建替え

解体
大規模改造

図 4-1 改修・ 建替え周期の見直し  
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３  維持管理の項目・ 手法等 

⾧寿命化を図るためには、 計画的に改修工事などを行 う だけでなく 、 日常的・ 定期的に施設の

点検や清掃、 情報管理を行 う 必要があり ます。 日常的・ 定期的に維持管理を行 う こ と で、 建物の

劣化状況を詳細に把握でき 、 より 早急に異常に気付く こ と ができるため、 施設に応じ た維持、 改

修内容や時期を計画に反映するこ と ができ ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

叕 当 項 目 実施時期・ 目的・ 内容等 

奈義町 

(教育委員会) 

維持 

清掃 快適な環境を維持するために、 各点検に併せて清掃を行 う 。  

改修・ 修繕 建物および設備などの寿命を延ばすために実施する。  

点検 

定期点検 年 1 回、 施設の劣化状況などを把握するために実施する。  

法定点検 定めら れた期間ごと に、 専門業者により 実施する。  

臨時点検 故障情報、 気象情報などにより 、 学校に注意を促し 状況把握をする。 

情報管理 
点検、 改修・ 修繕などの履歴を管理し 、 現状把握をすると と も に、

計画に反映する。  

学校 点検 

日常点検 早期に異常を発見するために実施する。  

定期点検 
年 1 回または学期ごと の点検により 、建物および設備の異常の有無、

兆候を発見する。  

臨時点検 災害発生後などに被害状況の把握と 危険性の判断を行 う 。  

表 4-3 維持管理の項目・ 手法等 

維持管理 日常 

定期 

臨時 

清掃 

改修・ 修繕 

 

日常点検 

 

定期点検 

法定点検 

 

臨時点検 

 

点検結果  入 力

改修・ 修繕履歴作成 

維持 

管理 

点検 

情報管理 

図 4-2 維持管理項目 
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第５ 章 ⾧寿命化改良等の実施計画 

１  改修等の優先順位付けと 実施計画 

１ -１  実施計画の基本的な考え方 

第４ 章「 学校施設改修等の基本方針」 に基づき、「 実施計画」 を策定し ていき ますが、 将来の児

童生徒数や財政運営状況を見通すこ と は難し いこ と から 、実施計画の期間を 10 年ごと に区切り 、

見直し を行いながら老朽化対策を進めていく こ と と し ます。  

 

本町で策定する実施計画の基本的な考え方は次のと おり です。  

⾧寿命化改良および大規模改造に関する考え方 

（ １ ）  施設整備全体に係る費用を縮減し 、限り ある予算で老朽化対策を進める必要があるため、

⾧寿命化改良および大規模改造を 検討し ます。  

 

部位改修に関する考え方 

（ ２ ）  外壁や外部建具などの落下の危険性がある部位、劣化状況調査でＣ 評価がある部位など

は、 部位改修および構造強度の低下を抑制する改修を、 今後優先的に行います。  

 

国庫補助事業に関する考え方 

（ ３ ）  改修などにあたっ ては、 財政支出面での負叕を考慮し 、 国庫補助事業を最大限に活用 し

財政支出の縮減を図り ます。  

 

 

１ -２  改修順位付けの基本的な考え方 

改修順位付けの基本的な考えについては、 次の点を考慮し 決定し ます。  

・ 本計画における劣化状況調査結果 

・ 建築年次 

・ 過去の改修履歴 

 

１ -３  ⾧寿命化の実施計画 

 今後１ ０ 年間の取り 組みは以下のと おり と し ます。  

・ 今後の重点的な取組みは、 劣化の進行 し た施設から 優先的に改修を行 う こ と と し ます。  

・ 学校及び町民協議を 必要と し 、 十分な時間も 必要と する地域課題と し て、 検討し ます。  
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２  ⾧寿命化のコ スト の見通し  

コ スト 比較の総評 

（ １ ） コ スト 比較の総評 

いずれの試算も 過去 10 年間の施設関連経費（ 0.7 億円/年） を上回る結果と なり ますが、 次

のメ リ ッ ト があるこ と から 、「 ⾧寿命化型」 を検討し ます。  

 

 

 

 

 

 条件 
40 年間の 

総額 

40 年間の 

平均 

過去の施設

関連経費 
コ スト 比較 

従来型 
更新周期:40 年 

改修周期:20 年 
80 億円 2 . 0 億円/年 

0 . 7 億円/年 

[過去の施設関連経費] 

2 . 9 倍 

⾧寿命化型 

更新周期:80 年 

改修周期:20 年(大規模改造) 

改修周期:40 年(⾧寿命化改良) 

67 億円 1 . 7 億円/年 

[過去の施設関連経費] 

2 . 5 倍 

[従来型と の比較] 

約 15% の縮減 

 

 

 

 

  

表 5-2 維持・ 更新コ スト の比較 

・「 計画的な予防保全」 に維持管理手法をシフ ト するこ と で、 安全に配慮し た施設の⾧期利用が可能。  

・ 学校施設の実態を踏まえた「 改修等の基本方針」 により 、  計画的な機能向上のための施設整備が可能。  

・ 今後の施設関連経費を縮減でき可能。（ 従来型と 比べて約 15％の縮減）  
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第６ 章 ⾧寿命化計画の継続的運用方針 

１  施設情報の管理と 活用  

本計画を 推進するにあたり 、 学校施設の状況や改修履歴などを データ と し て蓄積し 、 確実に更

新するこ と が重要と なり ます。  

次の情報を 適切に管理し 、 施設の実態を把握するこ と で、 今後の改修内容や時期などを総合的

に判断し ます。  

 

  ■公立学校施設台帳……………………………学校施設の基本情報 

■学校施設営繕台帳……………………………改修、 修繕の履歴 

   ■定期・ 法定点検報告…………………………点検時の指摘事項等 

■安全点検集計および修繕依頼書……………各学校から の報告、 修繕要望 

■本計画における劣化状況調査結果…………施設の劣化状況および相対的な老朽度の評価 

 

各データ は、 施設状況に変更が生じ た際や改修、 報告などが行われた際に適宜更新するほか、

毎年度、 更新の有無を含め内容を確認し ます。  

 

２  推進体制の充実 

本計画策定後も 、 学校施設の老朽化は進行 し 状況は変化し ていき ます。 また、 学校施設に求め

ら れる機能や水準も 変わっ ていく こ と が考えら れます。  

こ れら 学校施設の状況を 的確に把握するためには、 学校や教育委員会、 点検等実施業者と の連

携が重要であるほか、 課題解決に向け、 総務課、 情報財政課・ 地域整備課などと の連携も欠かせ

ません。  

本計画に基づき⾧寿命化を計画する ためには、 関係部署と の連携をより 一層図り 、 推進体制を

充実さ せる必要があり ます。  

 

３  財源の確保 

安全で快適な教育環境を維持するためには、継続的な学校施設の維持管理や改修が必要と なり 、

財政支出面で大き な負叕と なり ます。  

今後も 、 国庫補助事業を最大限に活用 し 、 財政支出の縮減を図り ます。  

 

主な補助事業 
危険建物の改築事業、 ⾧寿命化改良事業、 防災機能強化事業 

大規模改造事業(老朽改修、 エコ 改修、 ト イ レ改修、 空調設置、 校内 LAN 整備など)  
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４  フ ォ ローアッ プ 

本計画に基づき、 効率的かつ効果的な学校施設整備を進めていく ためには、 次の PDCA サイ ク

ルを 確立するこ と が重要です。  

 

①施設の状況を把握し た上で、 それを踏まえた整備計画を策定   ＜Plan＞ 

②計画に基づく 日常的な維持管理や適切な改修を実施      ＜Do＞ 

③整備による効果を検証し 、 整備手法の改善点などを 整理    ＜Check＞ 

④次期計画に反映                      ＜Action＞ 

 

また、 本計画は、 学校施設の改修や建替えの優先順位を設定するも のであり 、「 公共施設等総合

管理計画」および町全体の財政計画のなかで、年次および個別の事業費を精査し ていく と と も に、

事業の進捗状況、 定期的・ 法定的な点検から 得ら れる老朽化に関する状況・ 評価などの結果に加

え、 社会の状況(少子化など)を 踏まえた上で、 10 年ごと に見直し を行います。  

 

 

 


